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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期
第３四半期
累計期間

第49期
第３四半期
累計期間

第48期
第３四半期
会計期間

第49期
第３四半期
会計期間

第48期

会計期間

自平成21年
  ４月１日
至平成21年
  12月31日

自平成22年
  ４月１日
至平成22年
  12月31日

自平成21年
  10月１日
至平成21年
  12月31日

自平成22年
  10月１日
至平成22年
  12月31日

自平成21年
  ４月１日
至平成22年
  ３月31日

売上高 （千円） 6,261,1766,467,0332,097,8932,200,2108,437,861

経常利益 （千円） 100,295 201,542 62,231 124,440 240,123

四半期(当期)純利益 （千円） 32,307 93,032 20,598 69,442 122,512

持分法を適用した
場合の投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 733,360 733,360 733,360

発行済株式総数 （千株） － － 8,264 8,264 8,264

純資産額 （千円） － － 5,938,4035,930,8836,053,755

総資産額 （千円） － － 7,304,8047,399,2777,601,957

１株当たり純資産額 （円） － － 761.68 760.93 776.48

１株当たり四半期
（当期）純利益

（円） 4.14 11.93 2.64 8.90 15.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） 19.50 15.00 － － 30.00

自己資本比率 （％） － － 81.3 80.2 79.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △360,044 89,156 － － △108,560

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 13,019△388,359 － － 519,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △356,070△199,494 － － △358,379

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（千円） － － 2,110,9442,368,1362,866,833

従業員数 （人） － － 1,504 1,456 1,475

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　
３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　
４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,456

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除いております。

２．従業員数には嘱託、契約社員、パート及びアルバイトを除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

生産、受注及び販売の状況におきまして、前期まで表記しておりました「ＯＡサービス」は、売上高に占める割合の重

要性が低下しているため、類似している業務を区分して第１四半期会計期間から「ネットワークサービス」及び「シス

テム運用」にそれぞれ含めております。

なお、前年同四半期比較にあたっては、前第３四半期会計期間分を変更後の区分に組み替えて表示しております。

　
（1） 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

部門別 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

ネットワークサービス 1,442,766 106.1

システム開発 542,642 109.5

システム運用 215,948 89.1

合計 2,201,357 104.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
（2） 受注状況

当第３四半期会計期間における受注状況を部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

部門別 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

ネットワークサービス 1,442,116 105.9 9,778 147.7

システム開発 544,934 105.4 5,700 20.3

システム運用 215,948 89.1 － －

合計 2,202,999 103.9 15,478 44.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
（3） 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

部門別 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

ネットワークサービス 1,443,378 106.1

システム開発 540,884 109.1

システム運用 215,948 89.1

合計 2,200,210 104.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1） 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策の効果や新興国の経済拡大等により、一部の企業

で回復の兆しがみられたものの、米国、欧州の景気低迷や急速な円高基調への不安要素、依然として厳しい雇用情勢な

ど、先行き不透明な状況にあります。

情報サービス産業におきましても、企業等の情報化投資は、一部に回復傾向が窺えたものの慎重な姿勢は変らず、

顧客の値下げ要求も根強いなど、厳しい経営環境が続いております。

このような情勢の下、当社では、引き続き一括アウトソーシングでの事業推進を強化することで経営資源の集中を

図るとともに、事業所間の連携・協力の態勢強化を図り、顧客ニーズの迅速な把握と対応に取り組みました。その結

果、前年同期比において、売上高は若干の増加に留まりましたが、技術者の稼働率向上により、利益面は大幅な回復傾

向を示しました。

当第３四半期会計期間の経営成績は、売上高2,200百万円（前年同期比4.9％増）、経常利益124百万円（前年同期

比100.0％増）、四半期純利益69百万円（前年同期比237.1％増）となりました。
　

部門別の業績を示すと、次のとおりであります。

　なお、前期まで表記しておりました「ＯＡサービス」は、売上高に占める割合の重要性が低下しているため、類似し

ている業務を区分して第１四半期会計期間から「ネットワークサービス」及び「システム運用」にそれぞれ含めて

おります。

　また、前年同四半期比較にあたっては、前第３四半期会計期間分を変更後の区分に組み替えて表示しております。
　

（ネットワークサービス）

一括アウトソーシングでの受注拡大を図るとともに、当事業への技術者投入を積極的に推進した結果、売上高は

1,443百万円（前年同期比6.1％増）となりました。
　

（システム開発）

市場での開発案件の需要は引き続き低調に推移したものの、組込みソフト開発の案件拡大と受託開発の継続的な

受注拡大に努めた結果、売上高は540百万円（前年同期比9.1％増）となりました。
　

（システム運用）

汎用系の運用やオペレーション業務は価格下落が継続していることから、汎用系技術からネットワーク系技術へ

の移行に継続して取組んでおります。売上高は215百万円（前年同期比10.9％減）となりました。

　
（2） キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期会計期間末に比べ168百万円減少し、2,368百

万円となりました。なお、当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は58百万円（前年同期は158百万円の使用）となりました。これは主に、賞与引当金

の減少254百万円の資金の減少要因が、税引前四半期純利益124百万円、その他の負債の増加55百万円の資金の増加要

因を上回ったことによるものであります。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は５百万円（前年同期は４百万円の獲得）となりました。これは主に、投資有価証券

の売却による収入４百万円によるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は116百万円（前年同期は149百万円の使用）となりました。これは主に配当金の支

払115百万円によるものであります。
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（3） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた事項はありません。

　
（4） 研究開発活動

該当事項はありません。

　
（5） 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

前事業年度における有価証券報告書の「第２　事業の状況」の「４　事業等のリスク」及び「７　財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析（4）経営戦略の現状と見通し」に記載の内容から変更はありません。

　
（6） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金調達

当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としております。なお、一部、長期的な観点から金融機

関借入を実行しておりますが、手許資金を考慮した場合、実質無借金経営となっております。

　
②資産及び負債・純資産

当第３四半期会計期間末における資産合計は、第２四半期会計期間末に比べ156百万円減少し、7,399百万円とな

りました。

流動資産は42百万円増加し、4,574百万円となりました。主な要因は、現金及び預金168百万円の減少があったも

のの、有価証券199百万円の増加や売掛金９百万円の増加があったことによるものであります。固定資産は198百万

円減少し、2,825百万円となりました。主な要因は、投資有価証券192百万円の減少によるものであります。

当第３四半期会計期間末における負債合計は、第２四半期会計期間末に比べ123百万円減少し、1,468百万円とな

りました。

流動負債は126百万円減少し、1,374百万円となりました。主な要因は、預り金49百万円の増加や未払法人税等38

百万円の増加、未払費用30百万円の増加があったものの、賞与引当金254百万円の減少があったことによるもので

あります。固定負債は３百万円増加し、93百万円となりました。

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、第２四半期会計期間末に比べ32百万円減少し、5,930百万円と

なりました。主な要因は、その他有価証券評価差額金15百万円の増加があったものの、利益剰余金47百万円の減少

があったことによるものであります。

　
（7） 経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現状の事業分析及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案し経営に当たるよう努めて

おります。経営者の問題認識と今後の方針につきましては、前事業年度の有価証券報告書に記載の事項から重要な変

更はありませんが、引き続き顧客ニーズの迅速な把握と対応に取り組むとともに業務の効率化を推し進めてまいりま

す。
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第３ 【設備の状況】
（1） 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
（2） 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,729,000

計 20,729,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,264,850 8,264,850
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
1,000株

計 8,264,850 8,264,850 － －

　

（2） 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
（3） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
（4） 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
（5） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年12月31日 － 8,264,850 － 733,360 － 623,845

　

（6） 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（7） 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　　 469,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 7,652,000 7,652 －

単元未満株式 普通株式  　　 143,850 － －

発行済株式総数 8,264,850 － －

総株主の議決権 － 7,652 －

　
② 【自己株式等】

　 　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

旭情報サービス株式会社
東京都千代田区丸の内
１丁目７番12号

469,000 － 469,000 5.67

計 － 469,000 － 469,000 5.67

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円) 721 710 711 725 706 733 696 690 713

最低（円) 705 680 675 701 675 688 670 672 675

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年

４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成22年

10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、

改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21　

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表

並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビュー

を受けております。

　
３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社が存在しないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,868,136 3,366,833

売掛金 1,198,624 1,218,872

有価証券 199,160 －

前払費用 47,150 48,062

繰延税金資産 249,071 248,726

その他 12,069 13,860

流動資産合計 4,574,212 4,896,355

固定資産

有形固定資産 ※1
 87,599

※1
 97,178

無形固定資産 12,533 12,964

投資その他の資産

投資有価証券 1,586,458 1,443,318

長期預金 300,000 300,000

賃貸不動産 ※2
 111,274

※2
 114,168

敷金及び保証金 ※3
 236,068

※3
 254,765

保険積立金 389,386 389,386

前払年金費用 84,759 78,996

繰延税金資産 7,487 3,091

その他 9,497 11,732

投資その他の資産合計 2,724,932 2,595,458

固定資産合計 2,825,065 2,705,601

資産合計 7,399,277 7,601,957
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 430,000 430,000

未払金 39,923 61,077

未払費用 406,876 366,863

未払法人税等 67,164 29,790

未払消費税等 65,432 20,232

預り金 85,976 30,167

賞与引当金 267,813 515,000

その他 11,526 13,570

流動負債合計 1,374,713 1,466,701

固定負債

役員退職慰労引当金 93,680 81,500

固定負債合計 93,680 81,500

負債合計 1,468,393 1,548,201

純資産の部

株主資本

資本金 733,360 733,360

資本剰余金 624,519 624,519

利益剰余金 4,999,062 5,104,818

自己株式 △352,432 △350,973

株主資本合計 6,004,509 6,111,725

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,141 21,797

土地再評価差額金 △79,767 △79,767

評価・換算差額等合計 △73,625 △57,969

純資産合計 5,930,883 6,053,755

負債純資産合計 7,399,277 7,601,957
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(2) 【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 6,261,176 6,467,033

売上原価 5,141,960 5,238,555

売上総利益 1,119,216 1,228,477

販売費及び一般管理費 ※
 1,039,778

※
 1,051,666

営業利益 79,437 176,811

営業外収益

受取利息 12,969 6,232

受取配当金 5,065 5,633

賃貸不動産収入 6,237 6,086

助成金収入 － 14,110

雑収入 6,749 2,311

営業外収益合計 31,021 34,373

営業外費用

支払利息 4,998 4,759

賃貸不動産費用 5,164 4,882

営業外費用合計 10,163 9,642

経常利益 100,295 201,542

特別損失

投資有価証券評価損 12,269 21,786

固定資産除却損 670 270

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,313

特別損失合計 12,940 30,370

税引前四半期純利益 87,355 171,172

法人税等 55,048 78,139

四半期純利益 32,307 93,032
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,097,893 2,200,210

売上原価 1,713,873 1,735,435

売上総利益 384,019 464,775

販売費及び一般管理費 ※
 327,003

※
 347,403

営業利益 57,016 117,372

営業外収益

受取利息 1,803 1,104

受取配当金 2,177 2,305

賃貸不動産収入 2,040 2,034

助成金収入 － 3,877

雑収入 2,217 705

営業外収益合計 8,239 10,027

営業外費用

支払利息 1,592 1,592

賃貸不動産費用 1,431 1,366

営業外費用合計 3,023 2,959

経常利益 62,231 124,440

特別損失

投資有価証券評価損 12,269 248

固定資産除却損 620 101

特別損失合計 12,890 349

税引前四半期純利益 49,341 124,090

法人税等 28,742 54,647

四半期純利益 20,598 69,442
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 87,355 171,172

減価償却費 19,663 15,928

長期前払費用償却額 7,095 6,258

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 7,700

賞与引当金の増減額（△は減少） △415,500 △247,187

有形固定資産除却損 670 270

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,313

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,271 12,180

投資有価証券評価損益（△は益） 12,269 21,786

受取利息及び受取配当金 △18,034 △11,865

支払利息 4,998 4,759

賃貸不動産収入 △6,237 △6,086

賃貸不動産費用 5,164 4,882

売上債権の増減額（△は増加） 78,651 20,247

その他の資産の増減額（△は増加） 3,619 △2,488

未払費用の増減額（△は減少） 23,269 40,013

未払消費税等の増減額（△は減少） △45,873 45,200

その他の負債の増減額（△は減少） 19,667 35,449

その他 △1,095 △806

小計 △217,043 125,728

利息及び配当金の受取額 15,536 11,749

利息の支払額 △4,887 △4,770

法人税等の支払額 △153,649 △43,551

営業活動によるキャッシュ・フロー △360,044 89,156

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,195 △3,661

投資有価証券の取得による支出 △400,000 △399,960

投資有価証券の売却による収入 15,599 15,599

有価証券の償還による収入 299,110 －

定期預金の払戻による収入 100,000 －

賃貸不動産の賃貸による収入 6,237 6,086

賃貸不動産の管理による支出 △2,011 △1,988

敷金及び保証金の差入による支出 △4,367 △3,580

敷金及び保証金の回収による収入 3,847 1,674

その他 △2,200 △2,527

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,019 △388,359

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △50,000 －

自己株式の増減額（△は増加） △1,160 △1,459

配当金の支払額 △304,909 △198,034

財務活動によるキャッシュ・フロー △356,070 △199,494

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △703,094 △498,697

現金及び現金同等物の期首残高 2,814,039 2,866,833

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,110,944

※
 2,368,136
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31

日)を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ１百万円減少しており、

税引前四半期純利益は９百万円減少しております。

　
【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益総額の

100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期累計期

間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「助成金収入」は3,958千円であります。

　
当第３四半期会計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期会計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益総額の

100分の20を超えたため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期会計期

間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「助成金収入」は882千円であります。

　
【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

 
 
２．固定資産の減価償却費の算定方法

当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、

事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。

　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積も

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性

を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しております。なお、

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　
【追加情報】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

退職給付引当金

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成22年10月１日付で適格退職年金制度から規約型確定給付企業年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用しており

ます。なお、本制度の移行に伴う損益に与える影響額はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は118,329千円で

あります。

※２　賃貸不動産の減価償却累計額は113,368千円であ

ります。

※３　敷金及び保証金から直接控除されている貸倒引当

金の額は16,200千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は112,104千円で

あります。

※２　賃貸不動産の減価償却累計額は110,474千円であ

ります。

※３　敷金及び保証金から直接控除されている貸倒引当

金の額は8,500千円であります。

　
(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 106,546千円

給与 343,489千円

賞与 48,991千円

賞与引当金繰入額 23,621千円

家賃 211,286千円

減価償却費 18,855千円

退職給付費用 10,219千円

法定福利費 54,177千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 96,768千円

給与 356,835千円

賞与 52,636千円

賞与引当金繰入額 29,881千円

家賃 213,108千円

減価償却費 15,129千円

退職給付費用 8,824千円

法定福利費 59,831千円

　
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 32,782千円

給与 113,676千円

賞与引当金繰入額 20,487千円

家賃 70,237千円

減価償却費 6,275千円

退職給付費用 3,283千円

法定福利費 17,545千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 33,063千円

給与 119,276千円

賞与引当金繰入額 31,333千円

家賃 71,439千円

減価償却費 4,939千円

退職給付費用 2,964千円

法定福利費 20,612千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

現金及び預金 2,110,944千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,110,944千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 2,868,136千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △500,000千円

現金及び現金同等物 2,368,136千円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22

年12月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,264,850株

　
２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 470,636株

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 81,861 10.50平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 116,927 15.00平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３

月21日)を適用しております。

　
当社の事業は、情報サービス事業ならびにこれらの附帯業務の単一事業であります。したがいまして、開示対象

となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

  
１株当たり純資産額 760.93円
  

  
１株当たり純資産額 776.48円
  

　

２．１株当たり四半期純利益

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

  
１株当たり四半期純利益 4.14円
  
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
１株当たり四半期純利益 11.93円
  
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項　目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益(千円) 32,307 93,032

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 32,307 93,032

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,796 7,795

　
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

  
１株当たり四半期純利益 2.64円
  
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
１株当たり四半期純利益 8.90円
  
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項　目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益(千円) 20,598 69,442

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 20,598 69,442

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,796 7,794

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

　平成22年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

(イ)　中間配当による配当金の総額　　　　　　　116,927千円

(ロ)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　15円00銭

(ハ)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年11月26日

　（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。

EDINET提出書類

旭情報サービス株式会社(E04920)

四半期報告書

19/22



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

旭情報サービス株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　早　　川　　芳　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭情

報サービス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第48期事業年度の第３四半期会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭情報サービス株式会社の平成21年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２. 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

旭情報サービス株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　早　　川　　芳　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭情

報サービス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間

（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年

12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭情報サービス株式会社の平成22年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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